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 「総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会テレビジョン受信機及びビデオ

テープレコーダー等判断基準小委員会 最終取りまとめ（平成１７年６月１３日）」

において、ＤＶＤレコーダーの判断基準が示されたが、当該委員会を開催した時点で、

デジタルチューナーを有するＤＶＤレコーダーは市場での使用割合が小さかったた

め、トップランナー基準の適用範囲から除外され、出荷状況等から判断して、新たな

基準を策定するに当たり十分な機器が市場に投入された際には検討を開始すること

とされた。 

 これを受けて、２００６年１２月に地上デジタル放送が全国展開されたこともあり、

現在デジタルチューナーを有するＤＶＤレコーダーが主流となりつつあることから、

対象範囲の見直しについて検討を行うべく、ＤＶＤレコーダー判断基準小委員会では、

ＤＶＤレコーダーの性能の向上に関する製造事業者又は輸入事業者（以下「製造事業

者等」という。）の判断の基準等について審議を行い、以下のとおり中間取りまとめ

を行った。 

 

 

１．対象に追加する範囲【別添１参照】 

現行のＤＶＤレコーダーの対象範囲に、デジタルチューナーを有するＤＶＤレコー

ダー（以下「地デジ対応ＤＶＤレコーダー」という。）を追加する。 

ただし、産業用のもの、ゲーム機能又はサーバ機能が付加されたもの、ＶＴＲ及び

ＨＤＤを有さないもの、デジタルチューナーを有するもののうちＶＴＲのみを有する

もの及び次世代記録装置（ブルーレイディスクレコーダー及びＨＤ ＤＶＤレコーダ

ー）を除く。 

 

 

２．製造事業者等の判断の基準となるべき事項等 

 

（１）目標年度【別添２参照】 

 ２０１０年度（平成２２年度） 

 

（２）目標基準値【別添３～４参照】 

 各製造事業者等が目標年度に国内向けに出荷する地デジ対応ＤＶＤレコーダー

について、（３）により測定したエネルギー消費効率（年間消費電力量）を下表の

区分毎に事業者毎の出荷台数で加重平均した値が目標基準値を上回らないように

すること。 
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区分名 
付属の 

録画装置 

ＨＤＤ 

記録容量 
付加機能 

目標基準値 

(kWh/年) 

ａ 
付加機能を有さな

いもの 
５８．１ 

ｂ 
付加機能を１つ有

するもの 
６４．４ 

ｃ 

ＨＤＤ記録容量

が５００（ＧＢ）

未満のもの 
付加機能を２つ以

上有するもの 
７１．２ 

ｄ 
付加機能を有さな

いもの 
６５．３ 

ｅ 
付加機能を１つ有

するもの 
７１．７ 

ｆ 

ＨＤＤのみを

有するもの 

ＨＤＤ記録容量

が５００（ＧＢ）

以上のもの 
付加機能を２つ以

上有するもの 
７８．４ 

ｇ 
付加機能を有さな

いもの 
６５．０ 

ｈ 
付加機能を１つ有

するもの 
７１．９ 

ｉ 

ＨＤＤ記録容量

が５００（ＧＢ）

未満のもの 
付加機能を２つ以

上有するもの 
７９．３ 

ｊ 
付加機能を有さな

いもの 
７２．９ 

ｋ 
付加機能を１つ有

するもの 
７９．８ 

ｌ 

ＨＤＤとＶＴ

Ｒを有するも

の 

ＨＤＤ記録容量

が５００（ＧＢ）

以上のもの 
付加機能を２つ以

上有するもの 
８７．２ 

備考「付加機能」とは、２番組同時録画機能、iLink（DV 端子）、同時エンコード機能という。 

  「iLink（DV 端子）」とは、パソコン及び映像機器と周辺機器とを結ぶ転送方式の 1つである

「IEEE 1394」規格につけられた別名。コンピュータ及び映像機器と周辺機器とを接続す

る規格として期待されており、家電を相互接続する家庭内 LAN に利用する動きもある。 

  「同時エンコード機能」とは、複数のエンコーダーが同時に動作する機能。 

 

（３）エネルギー消費効率の測定方法【別添５参照】 

次の式により算出した値〔ｋＷｈ／年〕とする。 

  Ｅ＝［｛Ｐｄｏｎ－（Ｐｄｏｎ－Ｐｄｏｆｆ）×0.2｝×（ｔ１－ｔｅｐｇ）＋Ｐｈｒｅｃ×ｔ２＋

Ｐｈｐｌ×ｔ３＋Ｐｄｖｄ×ｔ４＋Ｐｅｐｇ  ×ｔｅｐｇ］／１０００ 
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ここで、 

Ｅ  ：年間当たりの消費電力量（ｋＷｈ） 

Ｐｄｏｎ  ：表示状態の待機時消費電力（Ｗ） 

Ｐｄｏｆｆ：非表示状態の待機時消費電力（Ｗ） 

Ｐｈｒｅｃ：ＨＤＤ録画時の動作時消費電力（Ｗ） 

Ｐｈｐｌ  ：ＨＤＤ再生時の動作時消費電力（Ｗ） 

Ｐｄｖｄ  ：ＤＶＤ動作時の動作時消費電力（Ｗ） 

Ｐｅｐｇ  ：ＥＰＧデータ取得時の消費電力（Ｗ） 

ｔ１ ：年間基準待機時間（7482.5）（ｈ） 

ｔ２ ：年間基準ＨＤＤ録画時作動時間（730）（ｈ） 

ｔ３ ：年間基準ＨＤＤ再生時作動時間（365）（ｈ） 

ｔ４ ：年間基準ＤＶＤ動作時作動時間（182.5）（ｈ） 

ｔｅｐｇ ：年間基準ＥＰＧデータ取得動作時間 ※機器により異なる 

 

（４）表示事項等 

①表示事項は次のとおりとする。 

イ）品名及び形名 

ロ）区分名 

ハ）ＨＤＤの記憶容量 

ニ）エネルギー消費効率（年間消費電力量） 

ホ）製造事業者等の氏名又は名称 

 

  ②遵守事項 

イ）エネルギー消費効率は、有効数字３桁以上で、キロワット時毎年単位で表

示すること。この場合において、エネルギー消費効率は表示値の１００分

の１０５以下とすること。 

 

ロ）①に掲げる表示事項の表示は、使用者が機器の選定に当たり、性能に関す

る表示のあるカタログ及び取扱説明書の見やすい箇所にわかりやすく表示

すること。この場合、①のニに掲げる事項は、アンダーラインを引き、活

字を大きくし、文字の色を変える等特に目立つ方法を用いて表示すること。 

 

 

３．省エネルギーに向けた提言 

 

（１）使用者の取組 
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①「省エネルギーラベル」等の情報を有効に利用し、エネルギー消費効率の優れ

たＤＶＤレコーダーの選択に努めるとともに、ＤＶＤレコーダーの使用に当た

っては、適切かつ効率的な使用によりエネルギー消費量の削減に努めること。 

 

（２）販売事業者の取組 

 

①エネルギー消費効率の優れたＤＶＤレコーダーの販売に努めるとともに、「省

エネルギーラベル」等を利用し、使用者がエネルギー消費効率の優れたＤＶＤ

レコーダーを選択するよう適切な情報の提供に努めること。なお、省エネルギ

ーラベルの利用に当たっては、使用者に分かりやすく誤解を与えないよう配慮

した表示を行うこと。 

 

（３）製造事業者等の取組 

 

①ＤＶＤレコーダーの省エネルギー化のための技術開発を促進し、エネルギー消

費効率の優れた製品の開発に努めること。 

②エネルギー消費効率の優れたＤＶＤレコーダーの普及を図る観点から、「省エ

ネルギーラベル」の速やかな導入を図り、使用者がエネルギー消費効率の優れ

たＤＶＤレコーダーを選択するよう適切な情報の提供に努めること。なお、省

エネルギーラベルの実施に当たっては、使用者に分かりやすく誤解を与えない

よう配慮した表示とすること。 

③次世代の記録装置については、市場での割合、投入モデル数ともに少ないこと

から、今回は対象範囲から除外するものの、今後２０１１年度の地上デジタル

放送への移行により、製品が出荷されることが予想されることから、年間消費

電力量などの表示を行うこと。当該表示に際しては、使用者に分かりやすく誤

解を与えないよう実施すること。 

 

（４）政府の取組 

 

①エネルギー消費効率の優れたＤＶＤレコーダーの普及を図る観点から、使用者

及び製造事業者等の取組を促進すべく、普及啓発等の必要な措置を講ずるよう

努めること。 

②製造事業者等の表示の実施状況を定期的・継続的に把握し、使用者に対してエ

ネルギー消費効率に関する、正しく分かりやすい情報の提供がなされるよう適

切な法運用に努めること。 

③トップランナー方式に基づく省エネルギー基準については、機器の省エネルギ
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ーを図る上で大変有効な手法であることから、適切な機会を捉えながら、国際

的な理解を深め、その普及に努めること。 
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トップランナー基準に追加する 

ＤＶＤレコーダーの適用範囲について 

  

 

１．現行の対象範囲について  

 

平成１８年４月に省エネ法の特定機器に追加されたＤＶＤレコーダーの対象範囲

は以下のとおり。 

 

ＤＶＤレコーダーであって、交流の電路（定格周波数５０Ｈｚ又は６０Ｈｚ、定

格電圧１００Ｖ）に使用されるものとする。 

ただし、仕様上の制約のある産業用のもの、市場での使用割合が極度に小さいＶ

ＴＲ及びＨＤＤを有さないＤＶＤレコーダー、ゲーム機能又はサーバ機能が付加さ

れたもの及びデジタルチューナーを有するものについては、対象外とする。 

 

 

２．対象追加の検討する範囲について 

 

平成１７度開催された「テレビジョン受信機及びビデオテープレコーダー等判断

基準小委員会」の最終取りまとめにおいて、デジタルチューナーを有するものにつ

いては、『今後の推移により、対象とすることが適当で判断されることとなった時

は、必要な検討と行うこととする。』としていた。 

現在、ＤＶＤレコーダーの主流になりつつあるデジタルチューナーを有するもの

について、特定機器の対象範囲に追加することとする。 

 

また、次世代の記録装置であるブルーレイディスクレコーダーやＨＤ ＤＶＤレ

コーダーについては、市場での使用割合、投入モデル数ともに少ないことから目標

基準値の設定については対象外にするもののとする。 

 

また、以下のものについては、特定機器の適用範囲から除外する。 

 

①産業用のもの（2005 年度出荷台数：５３千台） 

映像入出力形態がＲＧＢ又はコンポーネント出力のもの、映像入出力端子形

態がＢＮＣ端子のもの、外部同期端子が同期信号入出力端子のもの等放送局用

機器やそれに準ずる特殊な仕様のものを始めとする産業の用途に使用するも

別添 １ 
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の。これらについては、仕様上の制約があること、数量的にも僅かであること

等から適用範囲から除外する。 

 

   ②市場での使用割合が極度に小さいもの  

・ゲーム機能又はサーバ機能が付加されたもの 

（2005 年度出荷台数：   ０千台） 

・ＶＴＲ及びＨＤＤを有さないＤＶＤレコーダー 

（2005 年出度荷台数：    １６千台） 

・デジタルチューナーを有するもののうちＶＴＲのみを有するＤＶＤレコーダ

ー（2005 年度出荷台数：  ０千台） 

 

 （参考）他の録画再生機の 2005 年度の出荷台数について 

・ ＤＶＤプレーヤー（２,７８９千台） 

・ ＨＤＤレコーダー（  －  ） 
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ＤＶＤレコーダーの目標年度等 

 

 

１．ＤＶＤレコーダーのエネルギー消費効率の大幅な向上は、モデルチェンジの際

に行われることが一般的であり、ＤＶＤレコーダーの新製品開発は、通常２年程

度である。このため、目標年度までに少なくとも１～２回程度のモデルチェンジ

の機会が得られるよう配慮する必要がある。 

 

そこで、デジタルチューナーを有するＤＶＤレコーダー（以下「地デジ対応Ｄ

ＶＤレコーダー」という。）の目標年度については、平成２２年度（２０１０年

度）とする。 

 

 

２．なお、目標年度におけるエネルギー消費効率の改善率は、現行（２００６年実

績）の出荷台数及び区分ごとの構成に変化がないとの前提で、約２０．５％にな

ることが見込まれる。 

 

＜試算の概要＞ 

 （１）２００６年に出荷された地デジ対応ＤＶＤレコーダーの実績値から試算し

たエネルギー消費効率   ８５．９ kWh/年 

  （２）目標年度に出荷される地デジ対応ＤＶＤレコーダーの目標基準値から試算

したエネルギー消費効率  ６８．３ kWh/年 

  （３）エネルギー消費効率の改善率 

８５．９－６８．３

８５．９
× １００＝ 約２０．５％

 

 

 

 

別添 ２ 
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ＤＶＤレコーダーの区分 

 

 

１．現行のＤＶＤレコーダーの区分設定 

 

  デジタルチューナーを有さないＤＶＤレコーダー（地デジ非対応ＤＶＤレコーダ

ー）は、以下の３つの要件がエネルギー消費効率（年間消費電力量）及び今後の省

エネルギー技術開発の内容に影響を与えることから、これらに基づき区分され、そ

れぞれの区分毎にハードディスク（ＨＤＤ）の記憶容量を変数とする一次関数式（Ｖ

ＴＲのみを有するものは固定値）により基準が設定されている。 

   ① 付属の録画装置（ＨＤＤ、ＶＴＲ）による区分 

   ② チューナー及び信号変換機能の数による区分 

   ③ デジタルネットワーク端子の有無による区分 

 

表１．地デジ非対応ＤＶＤレコーダーの現行区分 

録画装置 チューナー及び信号変換機能 付加端子 

デジタルネットワーク端子無し 
基本仕様のもの 

デジタルネットワーク端子有り 

デジタルネットワーク端子無し 
チューナーを複数有するもの 

デジタルネットワーク端子有り 

デジタルネットワーク端子無し 

ＨＤＤのみを有するもの 

ＭＰＥＧエンコーダーを複数

有するもの デジタルネットワーク端子有り 

デジタルネットワーク端子無し 
基本仕様のもの 

デジタルネットワーク端子有り 

デジタルネットワーク端子無し 
ＶＴＲのみを有するもの 

チューナーを複数有するもの 
デジタルネットワーク端子有り 

デジタルネットワーク端子無し 
基本仕様のもの 

デジタルネットワーク端子有り 

デジタルネットワーク端子無し 

ＨＤＤ及びＶＴＲを有す

るもの 

チューナーを複数有するもの 
デジタルネットワーク端子有り 

別添 ３ 



 10

デジタルネットワーク端子無し ＭＰＥＧエンコーダーを複数

有するもの デジタルネットワーク端子有り 

※デジタルネットワーク端子とは、ⅰ)iLink、ⅱ)USB、ⅲ)LAN、ⅳ)HDMI の４つをいう。 

 

２．新たなＤＶＤレコーダーの区分方法 

 

（１）基本的な考え方 

今回新たに基準を策定するデジタルチューナーを有するＤＶＤレコーダー（地

デジ対応ＤＶＤレコーダー）については、①付属の録画装置（ＨＤＤ、ＶＴＲ）

の違い、②ＨＤＤの記録容量、③２番組同時録画機能の有無及び④iLink（DV 端

子）の有無が、エネルギー消費効率及び今後の省エネルギー技術開発の内容に影

響を与えることから、これらの項目について考慮し、区分を行うこととする。 

 

（２）付属の録画装置による区分 

ＤＶＤレコーダーは付属の録画装置によって、①ＨＤＤのみを有するもの、②

ＶＴＲのみを有するもの、③ＨＤＤ及びＶＴＲを有するものが存在するが、これ

ら付属する録画装置の違いはエネルギー消費効率及び今後の省エネルギー技術

開発の内容に影響を与えることから、区分することとする。ただし、地デジ対応

ＤＶＤレコーダーについては、ＶＴＲのみを有するものは現在出荷されておらず、

今後も出荷される見込みがないことから、今回は区分設定を行わないこととする。 

 

（３）ＨＤＤの記録容量による区分 

   現在出荷されている地デジ対応ＤＶＤレコーダーにおいて、ＨＤＤの記録容量

が５００（ＧＢ）を境界として、ＨＤＤのディスクの搭載数が１個から２個に増

えている。この結果、ＨＤＤの記憶容量によりエネルギー消費効率に影響を与え

ている（約８kWh/年程度）ことから、記憶容量５００（ＧＢ）未満と以上で区分

することとする。   

   なお、現行の地デジ非対応ＤＶＤレコーダーの基準においては、ＨＤＤの記録

容量による算定式を用いていたが、今回、基準を算定式ではなく固定値として策

定することにより、記録容量の増大によるエネルギー消費量の増加に歯止めをか

けることができる。 

 

（４）２番組同時録画機能の有無による区分 

現在、出荷されている地デジ対応ＤＶＤレコーダーについては、地上デジタル

放送に対応するために、BS チューナーと合わせてデジタルチューナーを既に複数

有しており、チューナーの数については、複数有していることが基本仕様となっ
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ている。また、その数によるエネルギー消費効率の差がほとんどないことから、

現行基準で区分しているチューナー及び信号変換機能の数による区分は行わな

いこととする。 

一方で、ＤＶＤレコーダーの機能として２番組同時録画機能を有している機器

が出荷されており、その有無によりエネルギー消費効率が増加（約７kWh/年程度）

することから、地デジ対応ＤＶＤレコーダーの基準については、２番組同時録画

機能の有無により区分することとする。 

 

（５）iLink（DV 端子）の有無による区分 

デジタル化の進展に伴い、様々なデジタル対応のネットワーク端子が開発され

おり、地デジ非対応ＤＶＤレコーダーにおいては、デジタルネットワーク端子

（iLink（DV 端子）、USB、LAN 及び HDMI）の有無により区分している。 

更なるデジタル化の進展により、今後の地デジ対応ＤＶＤレコーダーにおいて

は、LAN や HDMI については、基本仕様になっていくことから、現行基準のように

デジタルネットワーク端子の有無で区分する必要がなくなってきている。しかし

ながら、今後の市場の動向として、他の記録媒体（デジタルビデオカメラ等）に

記録したデジタル情報をＤＶＤレコーダーにデジタル化したまま転送できる

iLink（DV 端子）については、その有無によりエネルギー消費効率に差（約７kWh/

年程度）があり、その他端子と比較して、付加的要素が強いことから、iLink の

有無により区分することとする。 

 

ⅰ）iLink： パソコン及び映像機器と周辺機器とを結ぶ転送方式の 1つである「IEEE 1394」規格につけ

られた別名。コンピュータ及び映像機器と周辺機器とを接続する規格として期待されており、家電を相

互接続する家庭内 LAN に利用する動きもある。例としてはデジタルビデオカメラの外部出力端子(通称

「DV 端子」)。 

ⅱ）USB（Universal Serial Bus）：キーボードやマウス、モデム、ジョイスティックなどの周辺機器とパ

ソコン等を結ぶデータ伝送路の規格のひとつ。 

ⅲ）LAN（Local Area Network）：対線や同軸ケーブル、光ファイバーなどを使って、同じ建物の中にある

コンピュータ、映像機器、そしてプリンタなどを接続し、データをやり取りするネットワーク。接続形

態、通信制御方式によっていくつかの種類があるが、最も普及しているのは Ethernet 規格。 

ⅳ）HDMI（High-Definition Multimedia Interface）：主に家電や AV 機器向けの新しいデジタル映像・音

声入出力インターフェース規格。1 本のケーブルで映像・音声・制御信号を合わせて送受信するので、

1台のリモコンから複数の AV 機器を制御できるようになる。 

 

３．基本区分案の設定 

 下表のとおり基本的な区分案を設定することとする。 
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  表２．地デジ対応ＤＶＤレコーダーの区分案 

仮区

分名 

付属の 

録画装置 

ＨＤＤ記録 

容量 

２番組同時機能の

有無 
iLink の有無 

生産台数※ 

(構成比) 

Ａ 
iLinkを有さない

もの 

326,821 台

(17.1％)

Ｂ 

２番組同時機能を

有さないもの iLinkを有するも

の 

8,562 台

(0.4％)

Ｃ 
iLinkを有さない

もの 

530,319 台

(27.7％)

Ｄ 

ＨＤＤ記録容量

が５００（ＧＢ）

未満のもの 
２番組同時機能を

有するもの iLinkを有するも

の 

428,024 台

(22.3％)

Ｅ 
iLinkを有さない

もの 
－ 

Ｆ 

２番組同時機能を

有さないもの iLinkを有するも

の 
－ 

Ｇ 
iLinkを有さない

もの 

96,800 台

(5.1％)

Ｈ 

ＨＤＤのみを有

するもの 

ＨＤＤ記録容量

が５００（ＧＢ）

以上のもの 
２番組同時機能を

有するもの iLinkを有するも

の 

144,138 台

(7.5％)

Ｉ 
iLinkを有さない

もの 

74,324 台

(3.9％)

Ｊ 

２番組同時機能を

有さないもの iLinkを有するも

の 

90,944 台

(4.7％)

Ｋ 
iLinkを有さない

もの 

22,493 台

(1.2％)

Ｌ 

ＨＤＤ記録容量

が５００（ＧＢ）

未満のもの 
２番組同時機能を

有するもの iLinkを有するも

の 

193,311 台

(10.1％)

Ｍ 
iLinkを有さない

もの 
－ 

Ｎ 

２番組同時機能を

有さないもの iLinkを有するも

の 
－ 

Ｏ 
iLinkを有さない

もの 
－ 

Ｐ 

ＨＤＤとＶＴＲ

を有するもの 

ＨＤＤ記録容量

が５００（ＧＢ）

以上のもの 
２番組同時機能を

有するもの iLinkを有するも

の 
－ 

※ 2006 年における生産台数（社団法人日本電子情報技術産業協会）
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ＤＶＤレコーダーの目標基準値 

 

 

１．目標基準値設定の考え方 

 

（１）基本的な考え方 

  目標基準値の設定に当たっては、トップランナー方式の考え方に基づき、目標基

準値を設定する。具体的な考え方は、以下のとおり。 

①目標基準値は、適切に定められた区分ごとに設定する。 

②将来の技術進歩による効率の改善が見込めるものについては、極力その改善を

見込んだ目標基準値とする。 

③目標基準値は区分間で矛盾がないものとする。 

 

（２）機器が存在しない区分への対応 

  今回、デジタルチューナーを有するＤＶＤレコーダー（以下「地デジ対応ＤＶＤ

レコーダー」という。）については、付属の録画装置、ＨＤＤの記録容量、２番組

同時録画機能及び iLink（DV 端子）の有無により区分を設けることとしたが、当該

区分の一部には、現時点において、製品が存在していない区分が生じることとなっ

た。現在、出荷されている地デジ対応ＤＶＤレコーダーにおけるトップランナー値

は表１のとおり。 

 

現時点において製品化されていない区分については、実際の測定をベースに目標

基準値を設定することができないが、これらの区分においても、将来、地上デジタ

ル放送への移行に伴い機種の発生が予想される。このため、これらの区分の目標基

準値の設定に当たっては、ＶＴＲを内蔵することによる加算値、ＨＤＤ記録容量を

５００（ＧＢ）以上にした場合の加算値、２番組同時録画機能を搭載した場合の加

算値及び iLink（DV 端子）を搭載した場合の加算値を求め、機器が存在する区分の

数値に加算することにより、トップランナー値を設定することとする。 

 

別添 ４ 
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表１．地デジ対応ＤＶＤレコーダーのトップランナー値 

仮区分

名 

付属の 

録画装置

ＨＤＤ記録

容量 

２番組同時機能

の有無 

iLink の 

有無 

トップランナー値

(kWh/年) 

Ａ 
iLink を有さ

ないもの 
６３．１ 

Ｂ 

２番組同時機能

を有さないもの iLink を有す

るもの 
７０．５ 

Ｃ 
iLink を有さ

ないもの 
７０．０ 

Ｄ 

ＨＤＤ記録

容量が５０

０（ＧＢ）

未満のもの ２番組同時機能

を有するもの iLink を有す

るもの 
７８．５ 

Ｅ 
iLink を有さ

ないもの 
― 

Ｆ 

２番組同時機能

を有さないもの iLink を有す

るもの 
― 

Ｇ 
iLink を有さ

ないもの 
１１０．５ 

Ｈ 

ＨＤＤの

みを有す

るもの 

ＨＤＤ記録

容量が５０

０（ＧＢ）

以上のもの ２番組同時機能

を有するもの iLink を有す

るもの 
８６．４ 

Ｉ 
iLink を有さ

ないもの 
７７．３ 

Ｊ 

２番組同時機能

を有さないもの iLink を有す

るもの 
７２．４ 

Ｋ 
iLink を有さ

ないもの 
９８．１ 

Ｌ 

ＨＤＤ記録

容量が５０

０（ＧＢ）

未満のもの ２番組同時機能

を有するもの iLink を有す

るもの 
９１．６ 

Ｍ 
iLink を有さ

ないもの 
― 

Ｎ 

２番組同時機能

を有さないもの iLink を有す

るもの 
― 

Ｏ 
iLink を有さ

ないもの 
― 

Ｐ 

ＨＤＤと

ＶＴＲを

有するも

の 

ＨＤＤ記録

容量が５０

０（ＧＢ）

以上のもの ２番組同時機能

を有するもの iLink を有す

るもの 
― 

 



 15

 

（４）将来の技術進歩によるエネルギー消費効率の改善余地 

ＤＶＤレコーダーの技術開発については、ユーザの利便性を向上させることを主

目的として実施されており、エネルギー消費効率の改善に対する技術開発の取組は、

製品により取組の進んでいるものとそうでないものの差が大きく、効率の改善の余

地は残っているといえる。 

 

エネルギー消費効率の改善の取組が製品間で大きく異なっていることは、各区分

におけるトップランナー値を見ても現れており、付属の録画装置やＨＤＤ記憶容量

による技術的に生じ得る差分以上に大きな差が生じている。従って、同一区分にて

出荷されている機種数や他の区分とのエネルギー消費効率の整合性を踏まえ、付属

の録画装置やＨＤＤ記憶容量による技術的に生じ得る差分を算出し、将来の技術改

善分として全ての区分において、現時点でエネルギー消費効率改善の取組が最も進

んでいる区分と同程度まで効率改善が進むことを見込むこととする。具体的には、

ＶＴＲ内蔵の差は１．９kWh/年（仮区分ＢとＪの差分）、ＨＤＤの記録容量による

差は７．９kWh/年（仮区分ＤとＨの差分）、２番組同時録画機能搭載の差は６．９

kWh/年（仮区分ＡとＣの差分）及び iLink（DV 端子）搭載の差は７．４kWh/年（仮

区分ＡとＢの差分）を採用することとする。 

 

このような補正を行った上で、今後、主力製品となることが想定されるＶＴＲを

有さない製品については、新機種ラインアップ開発の際に、待機時やＥＰＧ取得時

における省電力化による効率の改善、ＨＤＤやＬＳＩ／ＣＰＵ等の省エネルギー対

策を含めたエネルギー消費効率の改善が期待できることから、総合的に勘案し、更

に８％改善した値を目標基準値とした。 
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表２．地デジ対応ＤＶＤレコーダーの目標基準値 

仮区

分名 

付属の 

録画装置 

ＨＤＤ記録

容量 

２番組同時機能

の有無 

iLink の 

有無 

トップランナ

ー値(kWh/年) 

効率 

改善分 

(％) 

目標基準値

(kWh/年) 

Ａ 
iLink を有

さないもの
６３．１ ８．０ ５８．１ 

Ｂ 

２番組同時機能

を有さないもの iLink を有

するもの 
７０．５ ８．０ ６４．９ 

Ｃ 
iLink を有

さないもの
７０．０ ８．０ ６４．４ 

Ｄ 

ＨＤＤ記録

容量が５０

０（ＧＢ）

未満のもの ２番組同時機能

を有するもの iLink を有

するもの 
７８．５ ９．３ ７１．２ 

Ｅ 
iLink を有

さないもの
― ― ６５．３ 

Ｆ 

２番組同時機能

を有さないもの iLink を有

するもの 
― ― ７２．１ 

Ｇ 
iLink を有

さないもの
１１０．５ ３５．１ ７１．７ 

Ｈ 

ＨＤＤの

みを有す

るもの 

ＨＤＤ記録

容量が５０

０（ＧＢ）

以上のもの ２番組同時機能

を有するもの iLink を有

するもの 
８６．４ ９．３ ７８．４ 

Ｉ 
iLink を有

さないもの
７７．３ １５．９ ６５．０ 

Ｊ 

２番組同時機能

を有さないもの iLink を有

するもの 
７２．４ ０．０ ７２．４ 

Ｋ 
iLink を有

さないもの
９８．１ ２６．７ ７１．９ 

Ｌ 

ＨＤＤ記録

容量が５０

０（ＧＢ）

未満のもの ２番組同時機能

を有するもの iLink を有

するもの 
９１．６ １３．４ ７９．３ 

Ｍ 
iLink を有

さないもの
― ― ７２．９ 

Ｎ 

２番組同時機能

を有さないもの iLink を有

するもの 
― ― ８０．３ 

Ｏ 
iLink を有

さないもの
― ― ７９．８ 

Ｐ 

ＨＤＤと

ＶＴＲを

有するも

の 

ＨＤＤ記録

容量が５０

０（ＧＢ）

以上のもの ２番組同時機能

を有するもの iLink を有

するもの 
― ― ８７．２ 
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２．具体的な目標基準値 

 

 上記により、目標基準値を算出したところ、２番組同時録画機能又は iLink（DV 端

子）のいずれかの機能を有するものの目標基準値が１％以下の差異しかないことから、

これらの区分を統合することとする。また、今後の市場の動向により新たなエンコー

ド機能（例えば、モバイルＡＶ機器へ向けて信号を変換する機能。なお、処理の性質

上 iLink（DV 端子）同様ＤＶ信号の変換などと同等レベルの回路規模（エネルギー消

費効率）が想定される。）が追加され複数のエンコーダーが同時に動作すること（同

時エンコード機能）が予想され、これらの新機能を搭載した製品の開発を阻害する要

因を軽減し、また、これらの製品についても、トップランナー制度の下公平な競争が

促進されるよう、この機能についても、付加機能の一つとして規定することとする。

従って、２番組同時録画機能、iLink（DV 端子）、同時エンコード機能の３つの機能を

付加機能とし、①付加機能を有さないもの、②付加機能を１つ有するもの、③付加機

能を２つ以上有するものの３つの区分に分類することとする。 

 

 新たな区分による目標基準値は以下のとおり。 
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表３．地デジ対応ＤＶＤレコーダー（区分統合版）目標基準値 

区分

名 

付属の 

録画装置 

ＨＤＤ記録

容量 
付加機能 

トップランナー

値(kWh/年) 

効率 

改善分 

(％) 

目標基準値 

(kWh/年) 

ａ 
付加機能を有さ

ないもの 
６３．１ ８．０ ５８．１ 

ｂ 
付加機能を１つ

有するもの 
７０．０ ８．０ ６４．４ 

ｃ 

ＨＤＤ記録

容量が５０

０（ＧＢ）未

満のもの 付加機能を２つ

以上有するもの 
７８．５ ９．３ ７１．２ 

ｄ 
付加機能を有さ

ないもの 
－ － ６５．３ 

ｅ 
付加機能を１つ

有するもの 
１１０．５ ３５．１ ７１．７ 

ｆ 

ＨＤＤの

みを有す

るもの 
ＨＤＤ記録

容量が５０

０（ＧＢ）以

上のもの 付加機能を２つ

以上有するもの 
８６．４ ９．３ ７８．４ 

ｇ 
付加機能を有さ

ないもの 
７７．３ １５．９ ６５．０ 

ｈ 
付加機能を１つ

有するもの 
７２．４ ０．７ ７１．９ 

ｉ 

ＨＤＤ記録

容量が５０

０（ＧＢ）未

満のもの 付加機能を２つ

以上有するもの 
９１．６ １３．４ ７９．３ 

ｊ 
付加機能を有さ

ないもの 
－ － ７２．９ 

ｋ 
付加機能を１つ

有するもの 
－ － ７９．８ 

ｌ 

ＨＤＤと

ＶＴＲを

有するも

の ＨＤＤ記録

容量が５０

０（ＧＢ）以

上のもの 付加機能を２つ

以上有するもの 
－ － ８７．２ 
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（参考） 
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無＋iLINK

２番組＋無

２番組＋iLINK

付加機能無（目標値）

付加機能１（目標値）

付加機能２（目標値）

 

図１．ＨＤＤのみを有する地デジ対応ＤＶＤレコーダーの目標基準値 
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VTR＋２番組＋iLINK

VTR＋付加機能無（目標値）

VTR＋付加機能１（目標値）

VTR＋付加機能２（目標値）

 

図２．ＨＤＤ及びＶＴＲを有する地デジ対応ＤＶＤレコーダーの目標基準値 
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図３．区分ａのトップランナー値及び目標基準値 
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図４．区分ｂのトップランナー値及び目標基準値 
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目標基準値：５８．１ 
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目標基準値：６４．４ 
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図５．区分ｃのトップランナー値及び目標基準値 
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図６．区分ｅのトップランナー値及び目標基準値 

 

 

７８．５ 

目標基準値：７１．２ 

１１０．５ 

目標基準値：７１．７ 
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図７．区分ｆのトップランナー値及び目標基準値 
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図８．区分ｇのトップランナー値及び目標基準値 

 

 

８６．４ 

目標基準値：７８．４ 

７７．３ 

目標基準値：７８．４ 目標基準値：７８．４ 

目標基準値：６５．０ 
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図９．区分ｈのトップランナー値及び目標基準値 
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図１０．区分ｉのトップランナー値及び目標基準値 

目標基準値：７１．９ 

７２．４ 

９１．６ 

目標基準値：７９．３ 
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別添 ５ 

 

ＤＶＤレコーダーのエネルギー消費効率及びその測定方法 

 

 

１．基本的な考え方 

 

ＤＶＤレコーダーについては、昨年４月にトップランナー基準の特定機器に指定

された際、エネルギー消費効率に係る現実的な指標として、「年間消費電力量」が

採用された。今回、トップランナー基準の対象として追加する「デジタルチューナ

ーを有するもの」は、これまでの対象の機器と使用実態において同様であると考え

られる。 

また、現行対象範囲のＤＶＤレコーダーについては、目標年度の基準達成に向け

策定されている測定方法により年間消費電量を測定し、技術開発を行っていること

から、目標年度を迎える前に、同様の使用実態であるＤＶＤレコーダーを異なる測

定方法を導入することになると年間消費電力量による比較が出来なくなり、ユーザ

ーが機器を購入する際に正当な指標に成り得なくなる。 

 

２． 具体的なエネルギー消費効率及びその測定方法 

 

（１）エネルギー消費効率について 

   エネルギー消費効率については、昨年４月に策定された「ディー・ブイ・ディ

ー・レコーダーの性能の向上に関する製造事業者等の判断の基準等」に規定され

ている年間消費電力量と同様、下記測定方法により算出される年間消費電力量と

する。 

   なお、１．のとおり測定方法は、基本的に現行のものと同様のものとする。し

かしながら、デジタルチューナーを有するものの特有の条件（録画時にデジタル

チューナーを用いること）を勘案することとする。 

 

（２）エネルギー消費効率の測定方法について 

   測定方法については、下記のとおり。なお、下線分については、現行測定方法

との変更部分。 

 

  Ｅ＝［｛Ｐｄｏｎ－（Ｐｄｏｎ－Ｐｄｏｆｆ）×0.2｝×（ｔ１－ｔｅｐｇ）＋Ｐｈｒｅｃ×ｔ２＋

Ｐｈｐｌ×ｔ３＋Ｐｄｖｄ×ｔ４＋Ｐｅｐｇ  ×ｔｅｐｇ］／１０００ 
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ここで、 

Ｅ  ：年間当たりの消費電力量（ｋＷｈ） 

Ｐｄｏｎ  ：表示状態の待機時消費電力（Ｗ） 

Ｐｄｏｆｆ：非表示状態の待機時消費電力（Ｗ） 

Ｐｈｒｅｃ：ＨＤＤ録画時の動作時消費電力（Ｗ） 

Ｐｈｐｌ  ：ＨＤＤ再生時の動作時消費電力（Ｗ） 

Ｐｄｖｄ  ：ＤＶＤ動作時の動作時消費電力（Ｗ） 

Ｐｅｐｇ  ：ＥＰＧデータ取得時の消費電力（Ｗ） 

ｔ１ ：年間基準待機時間（7482.5）（ｈ）（別紙参照） 

ｔ２ ：年間基準ＨＤＤ録画時作動時間（730）（ｈ） 

ｔ３ ：年間基準ＨＤＤ再生時作動時間（365）（ｈ） 

ｔ４ ：年間基準ＤＶＤ動作時作動時間（182.5）（ｈ） 

ｔｅｐｇ ：年間基準ＥＰＧデータ取得動作時間 ※機器により異なる 

 

    現行測定方法においては、ＨＤＤを有するものとＶＴＲのみを有するもので

測定方法が異なっているが、地上波デジタルチューナーを有し、ＶＴＲのみを

有するＤＶＤレコーダーが存在しないことから、測定方法についても、ＨＤＤ

を有するものに限って定めることとする。 

 

  ①Ｐｄｏｎ：表示状態の待機時消費電力（単位 ワット） 

 表示状態の待機時消費電力は、被試験器の電源を切った状態であってリモー

トコントロールによる操作が可能な状態（以下「待機時」という。）にして測

定した消費電力とする。 

  

②Ｐｄｏｆｆ：非表示状態の待機時消費電力（単位 ワット） 

 非表示状態の待機時消費電力は、表示部をＯＦＦとした場合の待機時消費電

力とする。なお、表示機能を非表示とすることが出来ない場合は、表示状態の

待機時消費電力とする。 

 

③Ｐｈｒｅｃ：ＨＤＤ録画時の動作時消費電力（単位 ワット） 

 ＨＤＤ録画時の動作時消費電力は、内蔵の地上波デジタルチューナーでＵＨ

Ｆ２７ｃｈの受信信号を録画（ＴＳ記録モード（＝放送されたトランスポート

ストリーム信号をそのまま記録するモード）とする）する際に要した消費電力

とする。 

 

④Ｐｈｐｌ：ＨＤＤ再生時の動作時消費電力（単位 ワット） 
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    ＨＤＤ再生時の動作時消費電力は、③で録画した映像を通常再生したときの

消費電力とする。 

 

⑤Ｐｄｖｄ：ＤＶＤの動作時消費電力（単位 ワット） 

   ＤＶＤの動作時消費電力は、使用するＤＶＤの半径が２４ｍｍ以上２７．４

ｍｍ以下の箇所を再生したときの消費電力とする。 

 

⑥Ｐｅｐｇ：ＥＰＧデータ取得時の消費電力（単位 ワット） 

ＥＰＧデータ取得時の消費電力は、デジタル放送用ＥＰＧデータ取得動作時

の消費電力とする。 

 

（３）測定条件 

 １．のとおり測定条件は、基本的に現行のものと同様のものとするが、デジタ

ルチューナーを有するものの特有の条件を勘案し、測定条件については、下記の

とおりとする。 

 

① 交流電源の許容変動は、 

電圧１００（Ｖ） ± ２（％） 、周波数 ５０又は６０(Hz)±１(Hz)とする。 

② 時刻等の表示部の明/暗切換え機能がある場合は工場出荷の状態とする。また、

時計時刻の設定は「１０：００」とする。 

③ 測定は被試験器の消費電力が十分に安定した状態に達してから行うこと。 

④ 消費電力の測定に用いる電力計は、測定値の平均化機能を有するものとし、電

力のピークファクタは３までの波形を測定する能力を持ち、精度は１％以内に

校正されていること。 

⑤被試験器の接続状態は以下とおりとし、その他の接続は行わないこと。なお、

これ以外の端子がある場合においては非接続状態とする。 

 ⅰ）対テレビ間 

  映像出力端子はＤ端子とする（映像信号はコンポーネント信号とする）。 

  音声出力端子はＲＣＡ端子とする（音声信号はＬ及びＲ信号とする）。 

    この場合において、接続端子は任意の１系統のみに接続し、その他は非接

続状態とすること。 

 

 ⅱ）対ＲＦ信号発生器 

 ＲＦアンテナ入力端子は地上波デジタルチューナー用とする。 

    この場合において、ＲＦアンテナ入力端子を複数持つ場合には任意の１つ

の端子に接続し、残りは非接続状態とすること。 
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⑥ＥＰＧ（電子番組表）取得機能はＯＦＦ（Ｐｅｐｇ測定時を除く。）とすること。

なお、ＯＦＦとすることが出来ないものについてはこれらの機能の非動作時に

おいて測定を行うものとする。 

 

⑦ジャストクロック機能はＯＦＦとすること。なお、ＯＦＦとすることが出来な

いものについては非動作時において測定を行うものとする 

 

⑧その他の被試験器の機能設定は、それぞれ下記のとおりとすること。 

 ⅰ）ＢＳアンテナ電源供給設定：ＯＦＦ 

    ⅱ）ＢＳアンテナ及び地上波アンテナ出力設定：ＯＦＦ 

      ⅲ）入力切替：地上波デジタルチューナー 

 ⅳ）チャンネル設定：ＵＨＦ ２７ｃｈ 

 ⅴ）録画予約：未設定 

      ⅵ）信号検出自動録画開始機能：ＯＦＦ 

      ⅶ）ＨＤＤスタンバイモード設定：工場出荷状態 

      ⅷ）デジタルネットワーク端子：ＯＦＦ 

      ⅸ）画質設定：工場出荷状態 

      ⅹ）音声設定（入力／出力）：工場出荷状態 

    ⅹⅰ）上記以外の設定：工場出荷状態 

 

⑨測定に使用しない記録再生メディア（ＤＶＤ、ＣＤ（コンパクトディスク）、

ＶＴＲテープ等）は、未挿入の状態で測定すること。 

  

（４）ＲＦアンテナ入力信号 

  入力信号は下記の条件に基づく地上波デジタル信号とする。 

   放送方式：ＩＳＤＢ－Ｔ 

   搬送周波数：５５７＋1/7ＭＨｚ〈ＵＨＦ２７ｃｈ〉 

   映像信号：JIS規格（C6101-1）のカラーバー信号（75/0/75/0） 

   音声信号：１kＨｚＭＯＮＯ（PCM変調の変調率を最大変調時の-18dBとすること） 

   高周波入力信号レベル：－４９ｄＢｍ 
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 （参考） 

 

 

使用実態調査に基づくＤＶＤレコーダーの動作時間の設定の考え方について 

（テレビジョン受信機及びビデオテープレコーダー等判断基準小委員会最終取りま

とめから抜粋） 

 

 ＤＶＤレコーダーについては、年間の待機時消費電力量に加え、動作時消費電力量

も含めた年間消費電力量で評価することから、録画・再生など各動作時間を設定する

必要がある。ここでは、使用実態調査の結果を踏まえ年間基準動作時間を設定するこ

ととする。 

  

１．ＨＤＤのみを有するもの 

（１）使用実態調査結果 

①ＨＤＤの録画時間：１．８８時間／日 

②ＨＤＤの再生時間：１．２０時間／日 

③ＤＶＤ再生時間：０．３３時間／日 

④ＤＶＤ録画時間：０．０５時間／日 

⑤ダビング時間（ＨＤＤ⇔ＤＶＤ）：０．２時間／日 

 

（２）（１）の各時間を０．５時間単位で四捨五入 

ⅰ）ＨＤＤの録画時間：２．０時間／日 

ⅱ）ＨＤＤの再生時間：１．０時間／日 

ⅲ）ＤＶＤ再生時間：０．５時間／日 

ⅳ）ＤＶＤ録画時間： ０時間／日 

ⅴ）ダビング時間（ＨＤＤ⇔ＤＶＤ）：０時間／日 

  

ＨＤＤのみを有するもの 

  
１日当たりの動作（待機）時間

（Ａ） 

年間基準動作（待機）時間

（Ａ）×365 日 

ＨＤＤ録画時間 ２．０時間 730

ＨＤＤ再生時間 １．０時間 365

ＤＶＤの動作時間 ０．５時間 182.5

待機時間 ２０．５時間 7482.5
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２．ＨＤＤ及びＶＴＲを有するもの 

ＨＤＤ及びＶＴＲを有するものについては、現時点では使用者が少なく信頼性

のあるデーターが得られなかったが、他方で、ＤＶＤ及びＨＤＤ機能の使用によ

り、ＶＴＲの使用は減少する傾向にあること、また､ＶＴＲ機能の利用が過渡的

なものであることを踏まえると「ＨＤＤのみ有するものと」使用実態に大差は無

いと考えられることから、１．の「ＨＤＤのみ有するもの」と同じ動作時間を設

定することとした。 

 

ＨＤＤ及びＶＴＲを有するもの 

  
１日当たりの動作時間 

（Ａ） 

年間基準動作時間 

（Ａ）×365 日 

ＨＤＤ録画時間 ２．０時間 730

ＨＤＤ再生時間 １．０時間 365

ＤＶＤの動作時間 ０．５時間 182.5

待機時間 ２０．５時間 7482.5
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別添 ６ 

 

総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会 

ＤＶＤレコーダー判断基準小委員会 

開催経緯 

 

 

第１回小委員会（平成１９年１月３０日） 

・ＤＶＤレコーダー判断基準小委員会の公開について 

・ＤＶＤレコーダーの現状について 

・トップランナー基準の追加するＤＶＤレコーダーの範囲について 

・ＤＶＤレコーダーのエネルギー消費効率及びその測定方法 

 

 

第２回小委員会（平成１９年３月２９日） 

・ＤＶＤレコーダーの目標設定のための区分について 

・ＤＶＤレコーダーの目標基準値及び目標年度について 

 

 

第３回小委員会（平成１９年４月１８日） 

・中間取りまとめについて 

 

 

中間取りまとめについて、平成１９年４月２６日から平成１９年５月２８日までパ

ブリックコメントを募集したところ、特段の意見提出がなかったことから最終取りま

とめとした。 
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別添 ７ 

 

総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会 

ＤＶＤレコーダー等判断基準小委員会委員名簿 

 

 

委員長 羽鳥 光俊 中央大学理工学部電気電子情報通信工学科 教授 

委 員 相田  仁 国立大学法人東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授 

    池田 宏明 国立大学法人千葉大学工学部都市環境システム学科 教授 

    伊藤 健一 財団法人日本消費者協会 シニア・マネージャー 

上野 和夫 独立行政法人産業技術総合研究所エネルギー技術研究部門副

部門長 

    鶴崎 敬大 株式会社住環境計画研究所 主任研究員 

    所  寛之 社団法人電子情報技術産業協会ＡＶストレージネットワーク

事業委員会 副委員長 

増田 俊久 財団法人省エネルギーセンター 技術部部長 

    唯根 妙子 社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会常任

理事 

   

 


